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タイにおける日本・長崎に対する認知及び
メディア利用行動�

ポンサピタックサンティ ピヤ＊

�．はじめに

２０１４年の訪日外客数は前年比２９．４％増の

１，３４１万４千人となり、これまで過去最高であっ

た２０１３年の１，０３６万４千人を３００万人余り上回っ

た１。その背景について、ビザの大幅緩和や消

費税免税制度拡充のほか、アジア地域の経済成

長に伴う海外旅行需要の拡大、円安進行による

訪日旅行の割安感の浸透や LCCなどの新規就

航等による航空座席供量の増加などが、２０１４年

の訪日外客数の拡大に寄与した。また、継続的

に取り組んできた訪日プロモーションととも

に、日本国内のインバウンド業界の機運の高ま

りが、更なる訪日旅行の魅力の訴求に繋がった

という。そして、観光立国推進基本法２による

と、観光は日本の力強い経済を取り戻すための

極めて重要な成長分野であり、経済波及効果の

大きい観光は、急速に成長するアジアをはじめ

とする世界の観光需要を取り込むことにより、

地域活性化、雇用機会の増大などの効果を期待

できると指摘されている。東アジア市場や東南

アジア市場の更なる強化を図るなど、今後も訪

日プロモーションを戦略的に実施していくとさ

れる。

また、長崎県では、長崎市の夜景が世界新三

大夜景に認定されて以降、外国人宿泊客の増加

がみられたことなどから、２０１３年の１０～１２月期

全体の宿泊客数は対前年同期比＋１．７％となっ

た。そして、長崎県（２０１４）３によれば、長崎

県総合計画における位置付けとして、アジアと

世界の活力を呼び込む政策を行っており、外国

人観光客の満足度が高まり長崎県への観光客数

が増加することを目指している。長崎県を訪れ

る外国人観光客の約７～８割を占める東アジア

４カ国・地域を重点市場とするとともに、今後

増加が期待できる東南アジアについても各市場

の特性に応じた誘客に取り組む。そのため、外

国人観光客向けの情報発信や誘致誘客など県観

光連盟とも連携して更に推進している。このこ

とから、海外における日本や長崎に関する認知

やメディア利用行動の調査が必要だと考えられ

る。

その中、２０１３年訪日外国人旅行客数から見れ

ば、タイは査証緩和の効果が大きく、４５３，６４２

人となり、前年比が他国より最も高い７４．０％と

なっている。そして、２０１３年訪日外国人旅行消

費額について、対前年比の増加率が最も大きい

国はタイであり、前年比７３．７％増の５７６億円と

なった。

そして、２０１４年においても、東南アジア諸国

の中で、訪日旅行者数も訪日外国人旅行消費額

も最も多い国はタイである。２０１４年の訪日旅行
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者数は６５７，６００人で、３年連続で過去最高を記

録した。月別では、２０１２年４月以降、各月の過

去最高を更新し続けている。２０１３年７月に開始

されたビザ免除を受けて実施した各種旅行博へ

の出展や広告展開などの訪日プロモーションが

奏功し、大幅な増加に繋がった。また訪日旅行

ブームが高まり、６月、９月に相次いで新規就

航した LCC便により、割安な航空便を利用す

る個人旅行者が増加した。ソンクラン（タイの

旧正月）休暇のある４月は、桜シーズンに向け

て実施したプロモーションの効果もあり、

９９，３９６人と１０万人に迫る数字となり、市場別訪

日外客数では香港、米国を上回り、はじめて４

位となったとされる４。

そこで、２０１３年１０月３１日に長崎県にある軍艦

島（端島）でメインの撮影場所が行われたホラー

映画の Hプロジェクト（ハシマ・プロジェク

ト）〈H Project（Hashima Project）〉５がタイで上

映した６。長崎県観光連盟と長崎市が撮影協力

も行っている。この映画上映は日本や長崎に対

するタイの人々の認知や観光に影響を与えると

考えられる。

加えて、タイは、外交および経済関係におい

て諸外国と長い交流の歴史がある７。文化的特

性の視点から見れば、日本からの影響力は強く

現れていると考えている。一般的にタイ人の対

日関心は高く、一般市民及び有識者を含め対日

観は基本的に良好である。日本に関する経済・

政治・外交の話題に加え、文化・観光・ファッ

ション、料理及びハイテク製品等について毎日

多くの報道がなされており、日本に対する高い

関心度が窺えるとされる。さらに、アニメ・漫

画・映画等日本のポップカルチャーが、タイの

青少年を中心に確実に浸透している８。

こうした背景のもとに、タイは本研究が課題

とする日本・長崎に対する認知及び、日本・長

崎に関するメディア利用行動を実施するのに適

切な事例だと考えられる。そのため、本研究は

タイを研究対象としてタイにおける日本と長崎

に対する認知とメディア利用行動を明らかにす

る。そして、本研究は先行研究の視点では見落

とされがちだった「非西欧圏」の事例として、

「アジア圏」に属するタイをとりあげ研究を実

施することにする。

さらに、先行研究について言えば、タイにお

ける日本とりわけ長崎に関するメディア利用行

動、そして、日本・長崎に対する現在の認知の

観点からの詳細かつ計量的な研究は、筆者の知

る限りあまり存在していない。したがって本研

究の特色は、タイの事例を提供するとともに、

国際相互理解の促進という点で、タイ以外の他

国では、まだあまり検討されてこなかった日

本・長崎に対する認知および海外メディアの利

用行動研究の蓄積に貢献できる。

以上のような状況の中で、現在タイの人々

は、日本・長崎に関するメディアをどのように

利用し、どのような認知やイメージを持ってい

るのだろうか。本研究の目的は、こうした研究

問題をふまえ、日本・長崎に関するタイ人のメ

ディア利用行動および日本・長崎に対するタイ

人の認知を明らかにすることである。

期待される成果として、アジア諸国間の交流

をより一層深めることができるだろう。そし

て、タイ人の日本・長崎に対する認知とメディ

ア利用の事例として、日本・長崎の観光政策、

海外メディアに情報発信に対応する政策にも貢

献できると考えられる。具体的に、日本・長崎

県がターゲットしている訪日観光客の増加して

いるタイからの観光客の誘客促進に大いに貢献

できる。さらに、本研究では、すでに協力関係

にある国内・海外協力者との連携を一層強める

ことにより、アジアのネットワーク形成にも貢
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献できるだろう。

�．調査方法

本研究の調査方法について、詳細に説明しよ

う。日本に対するタイ人の認知とメディア利用

行動を明らかにするため、アンケート調査を実

施した。以下、調査の具体的な内容について述

べる。

アンケート調査について、２０１４年８月から１１

月にかけて、タイのバンコクでアンケート調査

を実地した。調査対象は、８月と１１月にバンコ

クで開催された旅行イベントに来場した日本の

旅行に関心のあるタイ人の５００名男女個人であ

る。具体的には、１）８月１４日～１７日に、バン

コクで開催された旅行博「Thai International

Travel Fair（TITF）」に来場したタイ人である。

２０１４年の８月開催の「TITF」としては過去最

大となる３４団体４６ブースでジャパンゾーンを形

成し、官民一体となって日本の様々な観光魅力

をアピールされた。来場者からの訪問地につい

ての問い合わせでは、東京～大阪のゴールデン

ルートに含まれるエリアに関するものが最も多

かったほか、北海道や高山・白川郷についての

質問も寄せられた。何度も訪日旅行を経験して

いるリピーターからは、「タイ人がまだあまり

行っていない地域に行きたい」という要望も寄

せられ、東北や中国地方、四国地方への興味を

示す来場者もいた９。

そして、２）１１月１４日～１６日に、バンコクで

開催した「Visit Japan FIT Travel Fair Winter

２０１４」に来場したタイ人である。このイベント

内容について、日本からは地方自治体を中心に

１６団体、タイからは１２団体が出展したほか、来

場者数は昨年の３万５，０００人を上回り、史上最

多の約３万８，０００人であった。訪日旅行商品の

購入者数は３，２５２人と、昨年の１，０９８人に対して

約３倍を記録し、タイの旅行会社へのヒアリン

グでも過去最高の売上であったとのことであっ

た１０。こうした二つのイベントとも長崎観光連

盟も出展した。

次に、アンケート内容について説明する。本

研究では、先行研究にもとづき、本研究の研究

テーマである以下の二項目にわたって調査し

た。１）「日本」に対する認知と情報収集のた

めのメディア利用、２）「長崎」に対する認知

と情報収集のメディア利用に関する二つの上位

項目に調査したうえで、そこからさらに下位項

目へとコード化して分析した。結果、調査され

た質問項目は合計で１６となった。

具体的には、第一に、「日本」に対する認知

とメディア利用について、日本訪問経験や訪問

地域、日本に対するイメージ、日本に関する情

報収集のメディア利用行動、収集された日本の

情報の種類や知りたい情報に関する六つのアン

ケート質問項目である。第二に、「長崎」に対

する認知とメディア利用について、長崎の認

知、長崎や長崎の離島に対するイメージ、長崎

に関する情報収集のメディア利用行動、収集さ

れた長崎の情報の種類や知りたい情報に関する

八つのアンケート質問項目である。さらに、対

象者の情報として、性別と年齢に関する二つの

質問項目である。なお、アンケート調査の際に、

対象のプライベートな情報を把握しないため、

人権及び利益の保護に対する問題はないと考え

ている。

また、データの収集方法としては、２０１４年８

月から１１月にかけて、タイに居住する共同研究

者が、アンケート配布し、データを収集した。

そして、すべてのアンケートのデータをコード

化・入力した上で、SPSSによって調査者自身

が分析を行った。
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さらに、筆者は２０１３年８月から１１月にかけ

て、タイにおけるタマサート大学の大学生・大

学院生の４００名男女個人のアンケート調査を実

地した１１。今回の２０１４年の調査結果は２０１３年の

結果と比較し、結果考察に調査結果の変化も述

べていきたいと考えている。

�．日本・長崎に対するタイ人の認知
及びメディア利用行動の分析結果

以上の調査方法によって、次に日本・長崎に

対するタイ人の認知及びメディア利用行動の分

析結果を述べる。まず本研究で得られた分析結

果全体の概要について説明する。本研究では、

全体で５００部のアンケートを分析した。その結

果、女性の対象者は３３１名（６６．２％）、男性は１６９

名（３３．８％）であり、年齢別から見れば、１８－

２４歳２０３名（４０．６％）、２５－３５歳１８２名（３６．４％）、

３６－５０歳８８名（１７．６％）、そして、５０歳以上２７

名（５．４％）となった。次に、１）「日本」に対

する認知と情報収集のためのメディア利用、

２）「長崎」に対する認知と情報収集のメディ

ア利用に関する二つの項目の分析結果を述べた

い。

第一に、日本に対する認知と情報収集のため

のメディア利用の分析の結果、まず、日本訪問

経験から見れば、半分の回答者は日本に訪問し

たことがあり、１回訪問した回答者が多く

２２．６％である（表１参照）。そして、訪問した

ことのある地域は順に東京（４３．６％）、大阪・

京 都（３１．２％）、そ の 他（１５．６％）、北 海 道

（１１．０％）となっている（表２参照）。

また、日本に対するイメージについて、日本

といえば、日本料理（３３．０％）、観光場所

（２８．８％）、伝統のある国（１６．６％）、技術の高

い国（９．６％）、アニメ（８．４％）、安全な国（２．４％）

などである（表３参照）。

次に、日本に関する情報について、一番多く

日本の情報を収集したメディアは、インター

ネット（７６．８％）が圧倒的に高く、次にテレビ

（１４．２％）である（表４参照）。つまり、回答

者はインターネットやテレビを利用し、日本に

日本の訪問回数 （％）
ない ２５９（５１．８）
１回 １１３（２２．６）
２‐３回 ８７（１７．４）
４回以上 ４１（８．２）

日本の訪問した地域 （％）
東京 ２１８（４３．６）
大阪・京都 １５６（３１．２）
その他 ７８（１５．６）
北海道 ５５（１１．０）

日本に対するイメージ （％）
日本料理 １６５（３３．０）
観光場所 １４４（２８．８）
伝統のある国 ８３（１６．６）
技術の高い国 ４８（９．６）
アニメ ４２（８．４）
安全な国 １２（２．４）
その他 ６（１．２）

一番多く日本の情報を収集したメディア （％）
インターネット ３８４（７６．８）
テレビ ７１（１４．２）
友達 ２２（４．４）
書籍 １４（２．８）
その他 ８（１．６）
新聞 １（０．２）

表３ 日本に対するイメージ

表１ 日本の訪問回数

表４ 一番多く日本の情報を収集したメディア

表２ 日本の訪問した地域
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関する情報をよく収集していることがわかる。

さらに、一番よく得た日本に関する情報の種

類（表５参照）は、観光情報（５１．８％）が一番

多く、次に日本料理（２６．６％）などである。一

方、日本経済や日本政治（１．４％）の情報はあ

まり収集していないようである。このように、

日本の観光情報や日本料理についての情報はよ

く収集しているが、日本の経済や政治の情報は

あまり収集していない。最後に、知りたい日本

からの情報は、観光情報（６５．４％）、日本料理

（１３．４％）、新しい製品（１３．０％）である（表

６参照）。

第二に、長崎に対する認知と情報収集のため

のメディア利用の分析結果、まず、長崎の認知

度は高く８８．４％である（表７参照）。そして、

長崎に対するイメージといえば、原子爆弾

（６５．６％）、古い町（７．６％）などであり、長崎

に対するイメージがない回答者の割合は低く

５．６％である（表８参照）。また、長崎の離島に

対するイメージは、自然（４３．２％）、教会など

の観光場所（９．６％）であるが、長崎の離島に

対するイメージがない回答者の割合は２４．４％で

ある（表９参照）。

また、長崎に関する情報を一番多く収集した

メディアは、インターネット（５３．２％）、テレ

ビ（１７．４％）、書籍（８．８％）が多く利用される

（表１０参照）。このように、日本からの情報を

収集するために利用したメディアと同じ傾向と

なり、長崎に関する情報を収集したメディア

も、インターネット、テレビだとわかる。そし

て、具体的なチャンネルについて、長崎観光の

テレビ番組（２７．０％）、ハシマ・プロジェクト

一番よく得た日本に関する情報 （％）
観光情報 ２５９（５１．８）
日本料理 １３３（２６．６）
アニメ ４３（８．６）
新しい製品 ３３（６．６）
地震 ２０（４．０）
日本政治経済 ７（１．４）
その他 ５（１．０）

知りたい日本の情報 （％）
観光情報 ３２７（６５．４）
日本料理 ６７（１３．４）
新しい製品 ６５（１３．０）
アニメ １９（３．８）
日本政治経済 １１（２．２）
その他 ７（１．４）
地震 ４（０．８）

長崎の認知 （％）
長崎について、聞いたことがある ４４２（８８．４）
長崎について、聞いたことがない ５８（１１．６）

長崎に対するイメージ （％）
原子爆弾 ３２８（６５．６）
古い町 ３８（７．６）
何にも思っていない ２８（５．６）
観光場所 １７（３．４）
ハウステンボス １１（２．２）
平和 ９（１．８）
外国文化 ７（１．４）
その他 ４（０．８）

長崎に対するイメージ （％）
自然 ２１６（４３．２）
何にも思っていない １２２（２４．４）
教会などの観光場所 ４８（９．６）
ドキドキや面白そうなところ ２３（４．６）
その他 ２３（４．６）
おいしい料理 １０（２．０）

表７ 長崎の認知

表５ 一番よく得た日本に関する情報 表８ 長崎に対するイメージ

表６ 知りたい日本の情報

表９ 長崎の離島に対するイメージ
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の映画（２２．６％）、長崎観光のフェイスブック

のページ（１１．６％）、その他（１１．０％）、長崎観

光資料（１０．４％）、長崎の舞台としたミュージッ

クビデオ（５．８％）である（表１１参照）。

次に、収集した長崎に関する情報は、原子爆

弾（４２．０％）が圧倒的に多く、他には観光情報

（２８．０％）、平和（８．２％）、文化（５．４％）となっ

ている（表１２参照）。

さらに、長崎に関する情報を知りたい回答者

の割合が高く８４．６％である（表１３参照）。その

中、知りたい長崎の情報としては、観光情報

（６４．４％）、文化（８．６％）、原子放射線に関す

る医療法（６．６％）、料理（４．０％）、平和（２．０％）

である（表１４参照）。

�．分析結果の考察

以上、日本・長崎に対するタイ人の認知及び

メディア利用行動の分析結果から、まず、日本

に関する結果について、半分の回答者は日本に

訪問したことがあり、その中で約２割の回答者

は日本に一回訪問し、約４割は東京に訪問し

た。日本の認知に対して、日本料理、観光場所、

伝統のある国というイメージが強い。そして、

メディア利用行動について、８割がインター

ネット、１割がテレビを利用し、日本の情報を

収集している。収集した日本の情報として、観

光情報が最も多く、他に日本料理やアニメの情

報もあるが、日本の経済や政治の情報はあまり

収集していない。さらに知りたい情報は、観光

情報の割合が７割で圧倒的に高い。

また、長崎に関する結果について、長崎の認

知度は高く８８％であり、日本からの情報収集の

行動と同様な傾向となり、約５割がインター

一番多く長崎の情報を収集したメディア （％）
インターネット ２６６（５３．２）
テレビ ８７（１７．４）
書籍 ４４（８．８）
友達 ２７（５．４）
その他 １０（２．０）
新聞 ４（０．８）
ラジオ ４（０．８）

長崎の情報を収集した具体的なチャンネル （％）
長崎観光のテレビ番組 １３５（２７．０）
ハシマ・プロジェクトの映画 １１３（２２．６）
長崎観光のフェイスブックのページ ５８（１１．６）
その他 ５５（１１．０）
長崎観光資料 ５２（１０．４）
長崎を舞台としたミュージックビデオ ２９（５．８）

長崎に関する情報 （％）
原子爆弾 ２１０（４２．０）
観光 １４０（２８．０）
平和 ４１（８．２）
文化 ２７（５．４）
その他 １３（２．６）
長崎料理 １１（２．２）

長崎の情報を知りたい （％）
知りたい ４２３（８４．６）
知りたくない ７７（１５．４）

知りたい長崎の情報 （％）
観光情報 ３２２（６４．４）
文化 ４３（８．６）
原子放射線に関する医療法 ３３（６．６）
料理 ２０（４．０）
平和 １０（２．０）
その他 ２（０．４）

表１０ 一番多く長崎の情報を収集したメディア 表１２ 収集した長崎に関する情報

表１３ 長崎の情報を知りたい割合

表１１ 長崎の情報を収集した具体的なチャンネル

表１４ 知りたい長崎の情報
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ネット、２割がテレビを利用し、長崎の情報を

収集している。具体的には、約３割が長崎観光

を紹介したテレビ番組、約２割がハシマ・プロ

ジェクトの映画で長崎の情報を収集した。収集

した長崎の情報は、原子爆弾が圧倒的に多く、

その関係で長崎の認知は、原子爆弾のイメージ

が強い。長崎の離島のイメージについて、４割

が自然のイメージを持っているのに対し、約２

割が何のイメージを持っていない。そして、約

８割の回答者はさらに長崎の情報を知りたい。

そこで、観光情報に関する情報が６割で最も知

りたい。

以上の本研究結果から、次に分析結果を考察

し、２０１３年の調査結果との違いを述べていきた

い。まず、日本の認知に関して、タイの人々は、

日本が伝統もあり技術も高い国のため、日本料

理や観光に対する興味深いと考えている。ま

た、２０１３年の調査結果と比較してみれば、日本

の観光情報を収集した回答者の割合が増加し、

観光場所というイメージが強くなっている。そ

のため、日本に訪問したことがある回答者の割

合は２０％に増加し、２－３回に訪問した回答者

は１０％に増えてきた。その背景について、２０１３

年に開始されたビザ免除や訪日プロモーション

の効果などであると考えられる。実際に、２０１３

年から２０１４年にかけてタイの訪日旅行者数は

４５３，６４２人から６５７，６００人に増加している。

また、日本に関するメディア利用行動につい

て、タイでは、インターネットが普及し、現在

ソーシャルメディアが人気であるため、テレビ

などのマスコミュニケーションだけではなく、

インターネットを利用し、日本からの情報収集

する傾向が顕著である。具体的に、インターネッ

トを通し日本からの情報を収集する回答者の割

合は２０１３年の５７％から２０１４年の７７％に増加して

いる。これに対して、テレビの利用割合は３２％

から１４％に減少している。さらに、知りたい日

本の情報に関して、他の項目が減少している

が、日本の観光情報が知りたい回答者の割合は

２０１３年の５３％から２０１４年の６６％に増えている。

このことから、タイで訪日観光ブームが高ま

り、今後インターネットで日本の観光情報をさ

らに宣伝すべきだと考えている。しかしなが

ら、２０１３年も今回の調査結果からも、タイ人は

日本の経済や政治の情報をあまり収集していな

い。将来的に、両国の関係を高めるため、イン

ターネットやテレビで正しく日本社会に関する

情報を発信すべきだろう。

次に、長崎の認知とメディア利用行動に関し

て、タイの人々は、長崎に対する認知が８８％で

あり、２０１３年の５５％に比べ、長崎の認知は非常

に高くなっている。つまり、タイの人々はこの

一年間に長崎を知っているようになっていると

いえる。その原因は、長崎観光を紹介したテレ

ビの番組やハシマ・プロジェクトの映画、長崎

観光のフェイスブックのページ、長崎観光資料

などであると考えられる。

また、長崎といえば、原子爆弾というイメー

ジが７割で圧倒的に強い。しかし、長崎に関す

る収集した情報について、原子爆弾の割合は

２０１３年の調査結果とあまり変わらないが、長崎

の観光情報の割合は２０１３年の８％から２０１４年の

２８％に変化している。そして、長崎の情報を知

りたい回答者の割合は６３％から８５％に増えてい

る。これに関して、長崎の観光情報を知りたい

回答者の割合は２７％から６４％に非常に増加して

いる。さらに、長崎の情報を収集したメディア

について、テレビの利用割合はあまり変化して

いないが、インターネットの利用割合は２０％か

ら５３％となっている。

このように、タイ人の認知において、原子爆

弾という長崎のイメージはまだ強いが、長崎観

タイにおける日本・長崎に対する認知及びメディア利用行動�
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光情報を少しずつ収集し、長崎観光のイメージ

も高まっており、長崎の観光情報を知りたい割

合も増加している。そのため、今後ともインター

ネットやソーシャルメディアのチャンネルで長

崎の話題を作り、長崎の観光情報を積極的に発

信すべきだと考えている。具体的に、長崎は都

会と異なるすばらしい魅力を持っているため、

海外に長崎ならではののんびりできる「歴史の

ある港の町」をアピールするのではないだろう

か。

�．おわりに

以上、日本・長崎に対する認知およびメディ

ア利用行動について２０１４年にタイ人のアンケー

ト調査をおこなった。その結果、日本の認知に

対して、日本料理、観光場所、伝統のある国と

いうイメージが強く、インターネットで日本の

観光情報が最も多く収集している。また、長崎

について、長崎の認知度は高く８８％、インター

ネットやテレビで長崎の原子爆弾や観光の情報

を収集し、長崎の認知は、原子爆弾や観光場所

のイメージが強く、長崎の観光情報をさらに知

りたいということが明らかになった。さらに、

２０１３年の調査結果と比較してみれば、訪日回答

者が増加し、日本や長崎の観光場所のイメージ

が強くなっており、インターネットで観光情報

を収集する割合や長崎の認知度は高くなってい

る。このような本研究結果に基づき、今後はイ

ンターネットを利用し、日本の観光情報や社会

情報を発信すべきだ。また、インターネットで

長崎ならではの観光情報や具体的な観光ルート

をアピールすべきだろう。

本研究では、先駆的研究の立場として、もち

ろんいくつもの限界と課題がある。一つは、タ

イにおける日本・長崎に対する認知およびメ

ディア利用行動の結果については、文化的、社

会的要因についてさらに深い考察が必要になる

だろうという問題である。また、従来の研究で

は、「非西欧圏」、とくにアジア社会の事例をと

りあげた国際比較研究が十分に蓄積されてきた

とは言いがたい。今後は他のアジア諸国の様相

との比較が求められている。

さらに、アンケート調査対象についても、本

研究では主にバンコク中心の旅行イベントに来

場した日本観光に関心のある男女５００名に限定

されたが、さらに他のタイの地域や多様の年齢

層を対象し調査・分析していけば、その結果に

ついてより厚みのある記述が可能になるだろ

う。最後に、今のところ訪日旅行には影響がな

いが、今後、タイにおける政治経済やメディア

状況の変化のため、継続の研究調査が必要であ

ろう。

１ 日本政府観光局（２０１５年１月２０日）「２０１４年過去
最 高 の１，３４１万４千 人�」http://www.jnto.go.jp/jpn/
news/press_releases/pdf/20150120.pdf。
日本政府観光局（２０１４年２月１９日）「平成２５年 訪日
外客数・出国日本人数」http://www.jnto.go.jp/jpn/news
/data_info_listing/pdf/pdf/140117_monthly.pdf。

２ 国土交通省観光庁（２０１５年２月２０日）「観光立国
推 進 基 本 法」http://www.mlit.go.jp/kankocho/
kankorikkoku/。

３ 長崎県（２０１４年１０月９日）「長崎県観光振興基本
計画」http://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/kanko-kyoiku-
bunka/kanko-bussan/plan/。
４ 日本政府観光局（２０１５年１月２０日）「２０１４年過去
最 高 の１，３４１万４千 人�」http://www.jnto.go.jp/jpn/
news/press_releases/pdf/20150120.pdf。
５ この映画はM-Thirtynine社のホラー作品である。
映画のストーリーについて、タイ人男女５人の若者
グループが、依頼を受け超常現象を撮影しようと日
本の端島（ハシマ／軍艦島）を訪れた。そこには悲
恋の伝説があり、彼らに次々と不思議な出来事があ
るという。
また、軍艦島は長崎県長崎市にある島で、正式名称
を「端島（ハシマ）」という。島全体が炭鉱の町と
して栄えたが、主要エネルギーが石炭から石油に代
わったことにより、１９７４年１月１５日に閉山された。
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そして、住民は同年４月２０日までに全員退去し無人
島となった。２００９年４月から、観光で上陸すること
ができるようになった。
６ タイ映画ライブラリー（２０１４年２月１９日）「Ｈプ
ロジェクト（ハシマ・プロジェクト）」http://www.asia
-network.co.in/T-H 36.htm。

７ カムチュー・チャイワット、アーロン・スターン
（２００５年）「タイ：民主主義における繁栄の優位」
猪口孝（他）編『アジア・バロメーター都市部の価
値観と生活スタイル：アジア世論調査（２００３）の分
析と資料』明石書店、８７ページ。

８ 在タイ日本国大使館（２０１１年１２月３０日ｂ）「（タイ
王国案内（２０１１年３月）」http://www.th.emb-japan.go.
jp/jp/thailand/index.htm。
９ 日本政府観光局（２０１４年８月）「タイの８月の市
場動向トピックス、８月の主なプロモーション活
動」http://www.jnto.go.jp/jpn/reference/tourism_data/
topics_thailand_1408.pdf。

１０ 日本政府観光局（２０１４年１１月）「タイの１１月の市
場動向トピックス、１１月の主なプロモーション活
動」http://www.jnto.go.jp/jpn/reference/tourism_data/
topics_thailand_1411.pdf。

１１ ポンサピタックサンティ ピヤ（２０１４年）「タイ
における日本・長崎に対する認知及びメディア利用
行動」『東アジア評論』第５号、４９‐５７ページ。
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［付記］本研究は、「長崎県立大学平成２６年度学

長裁量教育研究費」による研究成果の

一部である。この場を借りて、タイ・

タマサート大学の教員の Assoc. Prof.

Anna Choompolsathienと共同研究者に

深謝の意を表したいと考えている。
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